
 
 

事例１ 日本冶金工業株式会社 川崎製造所 

 
＜ポイント＞ 

○ 40 歳以上の中高年労働者に労働災害が多く発生する傾向があり、その発生要因を分析

したところ、加齢による運動機能低下があげられたことから、中高年労働者に対して、

本人の心身機能の低下の自覚を促して、職場の改善につなげるために、中高年労働者を

対象とした安全衛生教育を導入して、労働災害防止の効果を上げている。 

 
１ 企業概要（図表１－１） 

日本冶金工業株式会社川崎製造所は、1925 年に創立し、1935 年よりステンレス鋼の生

産を行っており、主力製品は、化学プラント用ステンレス鋼、「高機能材」（高 Nｉ耐蝕合

金､耐熱合金等）等である。 

従業員約 800 人中、45 歳以上の割合は約４割を占めている。 

 
２ 高年齢労働者の安全や健康確保についての基本的な考え方 

中高年齢労働者の労働災害を防止すること、すなわち、職場の安全を確保することは

重要な課題の１つとなっている。 

このため、加齢に伴う心身機能の低下、新しい技術への対応、若年労働者とのコミュ

ニケーションのあり方を考慮して、機械設備・作業環境・作業方法の改善、健康の保持

増進、快適な職場環境の形成、安全衛生教育の実施など、様々な対策を講じる必要があ

り、中高年齢労働者に配慮した安全対策は、中高年齢労働者のみならず、すべての世代

にとっても有効であると考えている。 

このような観点から、加齢による心身機能の低下の自覚、健康管理の意識付けを行い

労働災害の防止につなげいくため、中高年齢労働者に対する安全衛生教育を実施してい

る。 

 
３ 中高年齢労働者に対する安全衛生教育 

（１）導入の経緯 

平成 13 年の時点において、平成４年から平成 13 年までの 10 年間で、約 220 件の労

働災害（休業・不休災害）が発生しており、そのうちの約 4割が 40 歳以上であり、中

高年労働者に多く労働災害が発生する傾向があった。 

そこで、40 歳以上の労働災害について、発生要因を調べると、①不安全行為と知っ

ていながら作業を行った、②省略行為、③１人作業で無理をした、④加齢による運動

機能低下であった。 

これらの発生要因から見えてくる問題点は、①作業に熟知しているため、不安全行

為や省略行為を行いやすいこと、②安全最優先という考えが浸透していないこと、③

新人や経験の浅い従業員には、危ない作業をやらせられないという思いが強いこと、
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④自身の体の運動機能の衰えを自覚していないこと、があげられた。 

このうち、上記の①～③の問題点については、中高年齢者といった問題ではなく、

年齢に関係なく誰でもが起こす可能性があるが、④の加齢による問題は、中高年齢者

特有の問題であって、日々の生活や仕事の中では余り意識しないことであり、改めて

自分自身の運動機能を再認識させることが必要であるという考え方に基づき、中高年

労働者を対象とした安全衛生教育を平成 14 年に導入した。 
（２）実施のねらい（着眼点） 

中高年労働者に対する安全衛生教育のねらいは、「加齢による運動機能低下は、誰に

でも起きる自然現象であって、本教育を通じて、運動機能の低下と行動の限界を知り、

職場の改善につなげてもらいたい」ということである。 
そこで、①衰えの始まる自分自身の体力の自覚、②作業基準遵守の大切さと後輩へ

の模範、③これからの労働力への期待、の３点を着眼点として実施している。 
特に、③のこれからの労働力への期待については、運動機能の低下や不安全行動・

省略行為の厳禁等の受講者にとってマイナス面の内容ばかりでなく、プラス面を話す

ことにより、中高年労働者に自身と誇りを持たせ、これからの仕事の意欲を引き出さ

せているとのことである。 
（３）具体的内容（図表１－２） 

① 対象者 

安全衛生教育の対象者は会社の川崎製造所と所内協力事業所の 40歳以上の社員と 

している。 

なお、以前までは対象年齢を 45 歳以上としていたが、近年は、対象者の人数の関

係や、若い頃から心身機能の低下について自覚を持って欲しいとういう考えで５歳

繰り下げている。 

② 回数・人数 

毎年１回実施・15 人程度 

③ 教育時間・内容 

  教育時間は２時間で、具体的な内容は以下のとおりである。 

ア 講義 

（ア）高年齢労働の必要性 
人口の高齢化等に伴って、高年齢者の労働力は必要となっている。 

（イ）中高年者の特性（心身機能、運動能力等の低下） 
現場で要求される作業能力は、身体力や知識力、規則等の遵守力及び技能・技

術力であるが、「加齢」と「心身機能」の関係を作業との関連で見てみると、次

のような傾向が見られる。 
・生理的機能は、早い時期から低下が始まる。 
・筋力の低下は、脚力から始まり、体の上方へ向かい手の指先へと進む。 
・知識や技能は、長期間使用するほど維持できる。 
・経験と機能の蓄積は、熟練を構成し、より高度で複合的な作業能力を生む。 
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・中高年期以降は、心身機能の低下とともに個人差が拡大する。 
（ウ）中高年労働者の危険要因 

中高年労働者の災害は、他の年齢層と比較して、つまずき転倒、腰痛等、ある

一定の災害形態が目立つことが挙げられる。これらの危険要因を講義の中で理

解させる。 
（エ）中高年労働者の安全対策 

中高年労働者に対する安全対策は、自身の運動機能低下を防止することも大

切であるが、運動機能低下に対する設備的対策や作業方法の見直しを行うこと

で、若年者を含めた全ての作業者の安全対策にもなる。 
このため、中高年労働者の視線で設備や作業方法を見て、危険（リスク）を

洗い出し改善していくことが、事業所全体の安全対策につながっていくことか

ら、中高年労働者の視線で見た安全対策の着目点について個別具体的に説明を

行っている。 
イ ビデオ教育 

ビデオにより、３人の異なる職業の被災者が体験談を交え加齢について意見交換

するもので、自分に置き換えて見ることにより、加齢による運動機能低下は誰にで

もあることであることを認識させるようにしている。 
ウ グループ討議 

グループ討議は、講義で話した内容に基づき、各グループ共通のテーマ（例：転

倒防止、重量物取扱、照明、表示等）で、自職場で実施すべき改善内容について、

検討・立案を行っている。 
違う職場のメンバーからは、自職場で実施している改善事例等の紹介、同じ職場

のメンバーからは、視点を変えた危険箇所の提示等様々な意見が出され、また、自

分達の身近なテーマであり、意見も出しやすく、情報交換や意見交換の場として有

効な時間になっているとのことである。

 
 

・中高年期以降は、心身機能の低下とともに個人差が拡大する。 
（ウ）中高年労働者の危険要因 

中高年労働者の災害は、他の年齢層と比較して、つまずき転倒、腰痛等、ある

一定の災害形態が目立つことがあげられる。これらの危険要因を講義の中で理

解させる。 
（エ）中高年労働者の安全対策 

中高年労働者に対する安全対策は、自身の運動機能低下を防止することも大

切であるが、運動機能低下に対する設備的対策や作業方法の見直しを行うこと

で、若年者を含めた全ての作業者の安全対策にもなる。 
このため、中高年労働者の視線で設備や作業方法を見て、危険（リスク）を

洗い出し改善していくことが、事業所全体の安全対策につながっていくことか

ら、中高年労働者の視線で見た安全対策の着目点について個別具体的に説明を

行っている。 
イ ビデオ教育 

ビデオにより、３人の異なる職業の被災者が体験談を交え加齢について意見交換

するもので、自分に置き換えて見ることにより、加齢による運動機能低下は誰にで

もあることであることを認識させるようにしている。 
ウ グループ討議 

グループ討議は、講義で話した内容に基づき、各グループ共通のテーマ（例：転

倒防止、重量物取扱、照明、表示等）で、自職場で実施すべき改善内容について、

検討・立案を行っている。 
違う職場のメンバーからは、自職場で実施している改善事例等の紹介、同じ職場

のメンバーからは、視点を変えた危険箇所の提示等様々な意見が出され、また、自

分達の身近なテーマであり、意見も出しやすく、情報交換や意見交換の場として有

効な時間になっているとのことである。

35



 
 

    ＜中高年労働者に対する安全衛生教育のカリキュラム＞ 

 
（４）導入の効果 

   平成 16 年以降の中高年齢労働者の労働災害は減少し、平成 21 年には 15 年ぶりに中

高年齢者の労働災害ゼロを達成したほか、最近５年間でも、平成 26 年度に１件発生し

たほかはゼロであった。これは、受講者１人ひとりが教育内容をしっかり理解し、行

動面、設備・環境面で労働災害を起こさないように改善を実施している結果であると

のことであった。 

 
４ 今後の課題 

中高年齢労働者に対する安全衛生教育を始めて 15 年になるが、教育開始当時の受講者

の教育効果の風化が懸念され、フォローアップ教育をどう行っていくかが課題となって

いる。 

項目 内容 時間 

講義 

・これからの労働力 

40 分 

（労働人口の年齢構成の変化等） 

・中高年労働者の特性 

・中高年労働者の危険要因 

・中高年者の安全対策 

視聴覚教材 
市販の教育用ビデオによる視聴覚教育 

「40 歳を超えたら」 
20 分 

グループ討議 

災害事例研究（他社で起きた高年齢労働者の災害

事例を基に問題点や対策を討議） 

自職場で実施すべき改善内容の検討・立案 

60 分 
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図表１－２ 

中高年齢労働者に対する安全衛生教育資料（抜粋） 

①

②

図表１－２
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